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資料１ 

宇治市審議会等の会議の公開に関する指針 
 
 
第１ 目 的 

この指針は、審議会等の会議を公開することにより、本市の諸活動を市民に説

明する本市の責務を果たすとともに、透明かつ公正な会議の運営を図り、市民の

市政に対する理解と信頼を深め、もって開かれた市政の推進に寄与することを目

的とする。 
 
第２ 対象とする審議会等 

   この指針の対象とする審議会等は、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１

３８条の４第３項の規定に基づく附属機関及び要綱等により設置された附属機

関に準ずるもの(以下｢審議会等｣という。)とする。 
  
 第３ 審議会等の公開基準 
   審議会等は法令、条例等の規定により会議が非公開とされている場合を除き、

公開するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、会議の全部又は

一部を公開しないことができる。 
  （１）宇治市情報公開条例(平成１７年宇治市条例第４号)第６条各号の規定に該

当する情報(以下「非公開情報」という。)に関し、審議等をする場合。 
  （２）会議を公開することにより、公正、円滑な審議等が著しく阻害され、会議

の目的が達成されないと認められる場合。 
 
第４ 公開又は非公開の決定 

  （１）会議の公開又は非公開は、第３の審議会等の公開基準に基づき当該審議会

等が決定するものとする。 
  （２）審議会等が会議を非公開とした場合は、その理由を明らかにしなければな

らない。 
 
第５ 開催会議の事前公表 

審議会等は、会議を開催するにあたり、当該会議の開催日の１週間前までに、

会議の概要を記載した書面を行政資料コーナーに備え、一般の閲覧に供するとと

もに、宇治市ホームページへの掲載等により市民に周知するものとする。 
ただし、緊急に会議を開催する必要があると認められる場合はこの限りではな

い。 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

第６ 公開の方法 
（１）会議の公開については、会議の傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認め

ることにより行うものとする。 
（２）公開する会議においては、傍聴を認める定員をあらかじめ定め、当該会議

の会場に傍聴席を設けるものとする。 
（３）審議会等は会議を公開するにあたっては、会議が公正かつ円滑に行われる

よう、会議の傍聴に係る遵守事項等を定め、当該会議の会場の秩序維持に努

めるものとする。 
 
第７ 会議資料の提供 
  審議会等は、会議資料（非公開情報が記録されている部分を除く）を会議の当

日までに行政資料コーナーに備えるとともに、傍聴者に提供するものとする。 
 
第８ 会議録等の公開 
（１）審議会等は、公開した会議の会議録を作成し、その写しを行政資料コーナ

ーに備え、一般の閲覧に供するものとする。 
（２）審議会等は、会議を非公開とした場合であっても、非公開情報が記

録されている部分を除いた当該会議に係る会議録を行政資料コーナー

に備え、一般の閲覧に供するよう努めるものとする。 
（３）（１）、（２）に定めるもののほか、審議会等は、その活動状況について、

情報の提供に努めるものとする。 
 
第９ 運用状況の公表 

  市長は、毎年、審議会等の会議の公開に関する運用状況について取りまとめ、公

表するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

宇治市審議会等の会議の公開に関する指針 

 

 第３ 審議会等の公開基準について（非公開にできるものの 

解説）  
 

  公開の例外として、次の情報については非公開にできるものとする。 

（１）宇治市情報公開条例第６条各号該当情報 

① 法令等により公にすることができない情報 

② 個人に関する情報 

③ 法人等の事業活動上の利益を明らかに害する情報 

④ 本市等の公正な意思形成に著しい支障が生じるおそれのある

情報 

⑤ 本市等の事務事業の適正な遂行に支障が生じるおそれのある

情報 

⑥ 市民生活の安全に支障が生じるおそれのある情報 

 

  （２）会議の目的が達成されないと認められる場合 

     審議等の事項によっては、公開した場合、審議妨害や委員に

対する圧力等により、率直な意見の交換や意思決定の中立性が

著しく阻害される場合も想定され、そうした場合は審議内容が

公開すべき内容であったとしても非公開とすることができるも

のとする。 



資料２ 

令和３年９月１４日 

 

 

令和３年度 審議予定 
 

 

回次・開催(予定)日 主な審議内容 

第１回 

 令和3年9月14日(火) 

・本市の財政状況等 

  令和３年度予算のポイント 

  令和２年度普通会計決算概要 

・人事院勧告について 

・他団体との比較状況について 

・一般職の給与の状況について 

第２回 

 令和3年10月21日(木) 

・京都府人事委員会勧告について 

【予定】 

第３回 

 令和3年11月2日(火) 

・答申の方向性について 

・答申案について 

答申 

 令和3年11月上旬 
 

 

 



宇 治 市

令 和 ３ 年 度

予算の概要

資料３
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報 告

令 和 2 年 8 月 31 日

政 策 経 営 部 財 務 課

（令和2年度）

政策経営部財務課

資料４



1 決算概要

入決算額は、前年度比37.4％増の87,287百万円、歳出決算額は、前年度比37.7％増の
86,444百万円となった
（参考：特別定額給付金給付事業費　歳入歳出それぞれ18,617百万円）

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、市税収入等の減少があったものの、地方
消費税交付金の増加や公債費の減少などの影響により、前年度から0.3ポイント減少し、
96.1％となった
（2年度：96.1％、元年度：96.4％）

　単年度収支については、154百万円であり、3年連続で黒字となった

　歳入の要である市税収入は、前年度から311百万円減の24,090百万円となった

　社会保障制度に基づく福祉サービスの提供に必要な経費である扶助費は、ひとり親家
庭臨時特別給付金給付事業費や子育て支援施設等利用給付費補助金の増加などの影
響により、前年度から534百万円増の19,775百万円となった

　市債現在高は、発行額の増加などの影響により、前年度から721百万円増の44,174百
万円となった

＜普通会計＞
　地方公共団体は一般会計の他に特別会計を設置していますが、それぞれの会計名称
や範囲などは各地方公共団体によって異なっています。
　当該資料では、他都市との比較を行うために、一般会計と特別会計のうち、公営企業・
収益事業会計などに属するものを除いた「普通会計」という統一的な会計区分を用いて
います。

■ 歳入・歳出決算額の推移 ■

  令和2年度の普通会計歳入決算額は前年度比37.4％増の87,287百万円、歳出決算額は
前年度比37.7％増の86,444百万円となりました。

(4)

(6)

(5)

(2)

(3)

(1) 　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の対応策などの影響により、普通会計の歳
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■ 令和2年度　普通会計決算収支 ■

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

※四捨五入の影響により、差引後の数値が一致しない場合があります。

■ 実質収支・単年度収支・経常収支比率の推移 ■

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、市税収入等の減少があったものの、地方消費
税交付金の増加や公債費の減少などの影響により、前年度から0.3ポイント減少し、96.1％
となりました。
　依然として90％を超える水準にあり、財政構造の硬直化は続いています。
　なお、単年度収支については、154百万円であり、3年連続で黒字となりました。

＜実質収支＞
　歳入と歳出の差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額です。

＜単年度収支＞
　当該年度の決算による実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額です。
　当該年度だけの収支が把握できます。

＜経常収支比率＞
　毎年度経常的に入ってくる歳入に対して、毎年度経常的に支払う歳出がどれぐらいの割合
かを示すもので、財政構造の弾力性を判断する指標として用いられます。
　都市にあっては75％が妥当と考えられています。

歳入総額 87,287
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843

86,444歳出総額
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■ 歳入決算額の推移 ■

　令和2年度の歳入決算額は、前年度比37.4％増の87,287百万円となりました。

　歳入の要である市税収入は、前年度から311百万円減の24,090百万円となりました。

　国・府支出金は、特別定額給付金給付事業費補助金、新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金などの影響により、前年度比129.9％増の40,131百万円となりました。

　市債は、お茶と宇治のまち歴史公園交流ゾーン整備事業債、公園整備事業債などの影響
により、前年度比20.8％増の5,611百万円となりました。

　その他は、地方消費税交付金などの影響により、前年度比6.5％増の10,297百万円となり
ました。
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■ 自主財源と依存財源の推移 ■

　歳入は財源の自主性を基準に、自主財源と依存財源に区別することができます。自主財源
とは市税、使用料、手数料など地方公共団体が自主的に収入することができる財源をいい、
自主財源の多寡は行政運営の自主性・安定性を確保しうるかどうかの判断基準となります。
　令和2年度は、市税収入などの影響により、自主財源が前年度から268百万円減の29,547
百万円になり、歳入に占める割合は44.7％となり、8年連続で50％を下回りました。

【令和元年度　歳入に占める自主財源の割合】（府内14市平均および類団平均との比較）

　歳入に占める自主財源の割合を類似団体（類団）などと比較した場合、宇治市は府内
14市平均の41.9％より高い水準にはあるものの、類団平均の55.0％と比べると低い水準
となっています。

※ 「2宇治市」は、新型コロナ分を除いています。

＜類似団体（類団）との比較について＞
　本市の決算状況と比較・分析するため、類似団体（以下類団）の各決算状況の平均値を記
載しています。類団とは、毎年度地方公共団体からの報告に基づいて総務省が作成する都
道府県財政指数表および類似団体別市町村財政指数表における、人口や産業構造によって
分類された団体区分に基づく同一区分帯に属する団体をいいます。　

※ 「新型コロナ分」とは、対応策に活用した新型コロナウイルス感染症対応地方創生
※ 臨時交付金などの国・府支出金をいいます。
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■ 歳出決算額（性質別）の推移 ■

　性質別経費とは、経費の性質を基準として分類するもので、人件費・扶助費・公債費・投資的
経費などがあります。
　人件費・扶助費・公債費の合計である義務的経費の歳出に占める割合は、府内14市平均お
よび類団平均と比べると高い水準にあります（「6　義務的経費」参照）。
　投資的経費は、お茶と宇治のまち歴史公園交流ゾーンの整備などの影響により、前年度比
54.6％増の6,472百万円となりました。
　その他は、特別定額給付金給付事業費などの影響により、前年度比89.3％増の41,864百万
円となりました。

＜人件費＞
　報酬、給料、退職手当など、行政委員や職員などの勤務に関して必要な経費です。

＜扶助費＞
　社会保障制度の一環として、各種法令や市独自の制度に基づいて行う福祉サービスの
提供に必要な経費です。

＜公債費＞
　市債の返済に要する経費で、市債の返済金とその利子です。

＜投資的経費＞
　支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される
経費です。
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20,097
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■ 歳出決算額（目的別）の推移 ■

　目的別経費とは、経費を行政目的ごとに分類するもので、民生費・衛生費・土木費・教育費
などがあります。
　民生費は、ひとり親家庭臨時特別給付金給付事業費、子育て世帯臨時特別給付金給付事
業費などの影響により、前年度比4.4％増の30,388百万円となりましたが、新型コロナウイルス
感染症の対応策などの影響により、歳出に占める割合は、前年度比11.2ポイント減の35.2％
となりました。
　土木費は、お茶と宇治のまち歴史公園交流ゾーンの整備などの影響により、前年度比12.8
％増の7,645百万円となりました。
　教育費は、児童生徒1人1台端末の整備などの影響により、前年度比20.7％増の7,405百万
円となりました。
　その他は、特別定額給付金給付事業費などの影響により、前年度比189.0％増の30,356百
万円となりました。

＜民生費＞
　障害者・高齢者などの社会福祉や、児童福祉、生活保護などにかかる経費です。

＜衛生費＞
　各種健康診査、予防接種、斎場運営、環境対策、ごみ収集・処理などにかかる経費です。

＜土木費＞
　道路や排水路、公園、市営住宅など都市の基盤整備や維持にかかる経費です。

＜教育費＞
　小・中学校、幼稚園などの教育振興や耐震化・大規模改修などにかかる経費です。

24,477 25,300 26,125 27,154 27,542 28,003 28,956 28,302 29,117 30,388

4,300 4,034 4,044 4,413 4,346 4,390 4,506 4,268 4,819
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7,4055,057
5,169 5,410
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127 28
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4
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2 市税

　法人市民税は、法改正による法人税率の改正などの影響により、前年度から333百万円
減の1,464百万円となり、市税全体では、前年度比1.3％減の24,090百万円となった

　市税収入率は、新型コロナウイルス感染症にかかる徴収猶予などの影響により、前年度
から0.1ポイント減少し、97.4％となった

■ 市税収納額と市税収入率の推移 ■

【市民一人あたりの市税の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

(1)

(2)
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9,528 9,503 9,599 9,637

1,718

1,653 1,648
1,664 1,648 1,664 1,675
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152,989

157,340
155,630 156,895

159,517 161,033

130,756
126,858 126,860 128,920 129,255 129,075

130,700
133,399

136,537

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（円）
宇治市 類団平均 府内14市平均

24,401 24,09024,550
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3 地方交付税

　地方交付税は、前年度比2.7％減の7,158百万円となり、歳入に占める割合は10.8％となった
（2年度：7,158百万円、元年度：7,354百万円）

＜地方交付税＞
　地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画
的な運営を保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税および地方法人税
のそれぞれ一定割合の額を、国が地方公共団体に対して交付する税です。
　普通交付税と特別交付税があります。

＜普通交付税＞
　財源不足団体（基準財政需要額が基準財政収入額を上回る地方公共団体）に対し交付
されます。

＜特別交付税＞
　特別の財政事情（台風・地震などの災害に対する財政需要など）に対して交付されます。

＜基準財政需要額＞
　各地方公共団体が合理的、かつ、妥当な水準における行政を運営し、または施設を維持
するための財政需要を一定の方法によって算出した額です。

＜基準財政収入額＞
　各地方公共団体の財源を合理的に測定するために、標準的な状況において収入が見込
まれる税収入等を一定の方法によって算出した額です。

【令和2年度　地方交付税の内訳】

基準財政収入額

21,421

地方交付税（普通交付税＋特別交付税）

百万円7,158

↓ ↓

百万円

特別交付税

6,811 百万円

普通交付税
臨時財政対策

債発行額

百万円2,104百万円 347

百万円30,336

基準財政需要額
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■ 歳入と地方交付税の推移 ■

※ 「新型コロナ分」とは、対応策に活用した新型コロナウイルス感染症対応地方創生
※ 臨時交付金などの国・府支出金をいいます。

■ 地方交付税および臨時財政対策債発行額の推移 ■
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【財政力指数の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

【令和元年度　財政力指数の比較】（府内14市および類団平均との比較）

＜財政力指数＞
　財政力指数は、標準的な行政活動を行うために必要な一般財源に対する市税等の割合
を示す指数のことで、普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除
して得た数値の過去3ヵ年平均値です。
　この数値が大きいほど財政力が強いとされており、1未満の団体には普通交付税が交付
されます。
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4 市債

　市債現在高は、発行額の増加などの影響により、前年度から721百万円増の
44,174百万円となった
（2年度：44,174百万円、元年度：43,453百万円）

　臨時財政対策債の現在高は、前年度から493百万円減の23,569百万円となり、
市債現在高に占める割合は、前年度比2.0ポイント減の53.4％となった
（2年度：23,569百万円、元年度：24,062百万円）

　公債費は、前年度から298百万円減の5,094百万円となった
（2年度：5,094百万円、元年度：5,392百万円）

＜市債＞
　市債とは、本市が資金調達のために負担する債務で、次の役割を担い、その返済が

　 一会計年度を超えて行われるものです。
　①財政支出の年度間調整　②世代間の負担の公平化　③一般財源の補完

■ 市債現在高の推移 ■

　市債現在高は、発行額の増加などの影響により、前年度から721百万円増の44,174
百万円となりました。

＜臨時財政対策債＞
　臨時財政対策債は、従来地方交付税により交付されていた地方財政の財源不足の補てん
について、その一部を市債に振り替えられたもので、通常の市債と異なり一般財源として扱
います。平成13年度から発行が認められており、元利償還金の100％が後年度の地方交付
税を算定する際に用いられる基準財政需要額に算入されます。
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■ 市債発行額の推移 ■

　臨時財政対策債は前年度比6.4％減の2,104百万円となりましたが、一般債等の増加
や減収補てん債の発行により、市債発行額は、前年度より20.8％増の5,611百万円とな
りました。

【令和元年度　標準財政規模に対する市債現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

　標準財政規模に対する市債現在高の割合は、宇治市は府内で1番低い水準となりました。
　引き続き市債の適正化を図っていくことが必要です。

標準財政規模…地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろう一般財源の規模

122.3% 121.9%

213.5%

193.2%

150.5%

283.2%

225.4%

258.6%

140.4%

195.0%

164.4%

128.6%

196.4%

172.8%

190.5%
182.3%

134.1%

0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

300.0%

２
宇
治
市

宇
治
市

福
知
山
市

舞
鶴
市

綾
部
市

宮
津
市

亀
岡
市

城
陽
市

向
日
市

長
岡
京
市

八
幡
市

京
田
辺
市

京
丹
後
市

南
丹
市

木
津
川
市

府
内
平
均

類
団
平
均

2,648

1,313 1,399 1,610
1,238

2,152
2,678

2,222 2,374

3,272

3,567
2,909

3,691
3,632

2,953

2,313
2,361

2,657 2,248

2,104

546 344

78

25

108
33

22

0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

一般債等 減収・減税補てん債 臨時財政対策債 災害復旧事業債

1

（百万円）

宇治市は府内で1番低い

6,216

4,644

5,611

1,434

235

310

389

- 12 -



5 基金

　基金現在高は、前年度から493百万円増の9,504百万円となった
（2年度：9,504百万円、元年度：9,011百万円）

　経済状況の変動などによる財源不足に備えるための財政調整基金は、前年度から
377百万円増の2,829百万円となった
（2年度：2,829百万円、元年度：2,452百万円）

■ 基金現在高の推移 ■

＜基金＞
　基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるため、もしくは定額の資金
を運用するために設けられるものです。

＜財政調整基金＞
　経済状況の変動などによる年度間の財源調整を行うために積み立てられている基金です。

＜減債基金＞
　市債の償還を計画的に行うために積み立てられている基金です。

＜特定目的基金＞
　条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、もしくは
定額の資金を運用するために設けられる資金または財産です。
　具体的には、公共施設などの建設のための基金、社会福祉の充実のための基金、災害対
応のための基金などがあります。
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【令和元年度　標準財政規模に対する基金現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和元年度　標準財政規模に対する財政調整基金現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

　標準財政規模に対する財政調整基金現在高の割合が高ければ、経済状況の変化などに対
する対応力があるといえます。本市は、府内14市で比較すると3番目に低い水準となります。
　厳しい財政状況の中ですが、基金の確保が必要です。

標準財政規模…地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろう一般財源の規模
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6 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）

　義務的経費は、前年度比4.5％増の38,108百万円となった

　義務的経費の歳出に占める割合は、前年度から0.1ポイント減の58.0％となった
（2年度：58.0％、元年度：58.1％）

■ 歳出全体に占める義務的経費の推移 ■

＜義務的経費＞
　義務的経費は職員給などの人件費、生活保護や高齢者、障害福祉などの扶助費、市債
の元利償還金などの公債費からなっており、支出が義務付けられ、任意に削減できない硬
直性の強い経費です。

【歳出に占める義務的経費の割合の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

　令和2年度の歳出に占める義務的経費の割合は、0.1ポイント減の58.0％となりました。府内
14市平均および類団平均と比べると、高い水準で推移しており、今後も注意が必要です。

※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

(1)

(2)

32,470 32,265 32,835 34,233 34,972 35,251 36,088 35,638 36,465 38,108

7,686 6,457 7,527 5,227 3,902 5,058 5,770 4,345 4,186
6,472

20,127 20,097 19,849 20,815 21,410 20,832 21,452 21,616 22,120

41,864
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（百万円） 義務的経費 投資的経費 その他

53.9%
54.9% 54.5%

56.8%
58.0% 57.7%

57.0%
57.9% 58.1% 58.0%

50.3%

47.9% 47.4%
45.8%

49.7%

49.4%

50.6%

53.0%
52.4%

51.0%
49.7%

49.0%

49.6%

50.7%

49.0% 49.6% 49.4%

42.0%

46.0%

50.0%

54.0%

58.0%

62.0%

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

宇治市 類団平均 府内14市平均

62,771

86,444

60,283

48.8%

（※新型コロナ分を除く）
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【令和元年度　歳出に占める義務的経費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

※ 「2宇治市」は、新型コロナ分を除いています。
※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

■ 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の推移 ■

　人件費は、会計年度任用職員制度導入などの影響により、前年度比11.9％増の13,239百
万円となりました。

　扶助費は、ひとり親家庭臨時特別給付金給付事業費や子育て支援施設等利用給付費補
助金などの影響により、前年度比2.8％増の19,775百万円となりました。

　公債費は、前年度比5.5％減の5,094百万円となりました。

11,758 11,297 11,184 11,475 11,773 11,410 11,556 11,667 11,832
13,239

15,655 15,799 16,241
17,243 17,743 18,140 18,748 18,496 19,241

19,775

5,057 5,169 5,410
5,515

5,456 5,701
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47.8%

52.9%

44.7%

36.6%
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49.7%

62.5%

59.2%
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【令和元年度　歳出に占める人件費の割合】（府内14市および類団平均との比較）
 

【令和元年度　歳出に占める扶助費の割合】（府内14市および類団平均との比較）

【令和元年度　歳出に占める公債費の割合】（府内14市および類団平均との比較）

※ 「2宇治市」は、新型コロナ分を除いています。
※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。
※ 四捨五入の影響により、足し上がりの数値が前頁と一致しない場合があります。
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■ 人件費等の推移 ■

　会計年度任用職員制度導入の影響により、物件費のうち賃金は廃止され、人件費に
計上されることとなりました。
　これにより退職金を除く人件費は、前年度比13.3％増の12,718百万円となり、人件費
全体では、前年度比2.5％増の13,239百万円となりました。

【市民一人あたりの人件費等の推移】
（府内14市平均および類団平均との比較）

66,731

63,738 63,437
65,388

67,582
66,369

67,346
68,077

69,517

71,564

65,178

62,136

60,702 60,349 60,415 59,953 59,876 59,569 59,740

75,898

73,454

71,583

74,289
75,689

74,379
75,517

76,422
75,578

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（円） 宇治市 類団平均 府内14市平均

931 953 983 1,004 1,042 1,111 1,098 1,073 1,090 0

10,445 10,394 10,246
10,697 10,928 10,887 11,023 11,131 11,223

12,718

1,313 903 938
778

845

523 533 536 609
521
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15,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（百万円） 物件費のうち賃金 退職金を除く人件費 退職金

13,23912,92212,689
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7 扶助費

　扶助費は、ひとり親家庭臨時特別給付金給付事業費や子育て支援施設等利用給付費補助
金などの影響により、前年度から534百万円増の19,775百万円となった

■ 歳出と扶助費の推移 ■

　扶助費は、前年度比2.8％増の19,775百万円となり、歳出に占める扶助費の割合は
前年度から1.0ポイント減少し、29.7％となりました。
　歳出に占める扶助費は、高い割合で推移しており、財政を硬直化させる大きな要因
のひとつとなっています。

＜扶助費＞
　社会保障制度の一環として、各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法など）や
市独自の制度に基づいて、障害者、高齢者、児童などへの福祉サービスの提供に直接必要
な経費です。

※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

15,655 15,799 16,241 17,243 17,743 18,140 18,748 18,496 19,241 19,775
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扶助費 歳出（扶助費以外） 歳出に占める扶助費の割合（百万円）

60,283
62,771

86,444

（※新型コロナ分を除く）
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■ 扶助費と国保特会・介護特会・後期高齢特会繰出金の合計の推移 ■

　平成23年度の19,385百万円に対し、令和2年度は約1.3倍の25,273百万円となりました。

※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

■ 扶助費（目的別）の推移 ■

 　社会福祉費は、障害者介護給付費、障害者訓練等給付費、福祉医療費支給費などの社会福
祉などのための経費であり、前年度比3.1％増の5,206百万円となりました。

 　老人福祉費は、重度心身障害老人健康管理費、老人医療費支給費、老人保護措置費などの
高齢者福祉のための経費であり、前年度比14.1％減の341百万円となりました。

　児童福祉費は、児童手当費、民間保育所等運営費、児童扶養手当費などの児童福祉のため
の経費であり、前年度比2.0％増の8,383百万円となりました。

　生活保護費は、生活扶助、住宅扶助、医療扶助などの生活保護のための経費であり、前年度
比1.4％増の4,913百万円となりました。

15,655 15,799 16,241 17,243 17,743 18,140 18,748 18,496 19,241 19,775
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1,467
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（百万円）
国保特会繰出金（基盤安定繰出金等） 後期高齢特会繰出金（基盤安定繰出金等）

介護特会繰出金（介護給付費繰入金等） 扶助費

歳出に占める割合

3,088 3,281 3,524 4,122 4,148 4,774 4,948 4,711 5,050 5,206
664 644 634

664
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7,590 7,377 7,477
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25,273
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19,385

19,77519,241

15,655

（※新型コロナ分を除く）

- 20 -



児童福祉費

■ 児童福祉費および0歳～12歳の人口の推移　■

　0歳～12歳の人口は、平成20年度以降年々減少し続け、令和2年度は前年度から608人
少ない19,023人となったものの、令和2年度の児童福祉費は、ひとり親家庭臨時特別給付
金給付事業費や子育て世帯臨時特別給付金給付事業費などの影響により、前年度比2.0
％増の8,383百万円となりました。

生活保護費

■ 生活保護費および生活保護人員の推移 ■

　令和2年度の生活保護人員は2,965人となり、3年連続で減少しています。
　一方、生活保護費は前年度から69百万円増の4,913百万円となりました。

（人口：各年度10月1日値）
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【令和元年度　歳出に占める扶助費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和元年度　歳出に占める扶助費のうち老人福祉費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

※ 「2宇治市」は、新型コロナ分を除いています。
※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。
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【令和元年度　歳出に占める扶助費のうち児童福祉費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和元年度　歳出に占める扶助費のうち生活保護費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

※ 「2宇治市」は、新型コロナ分を除いています。
※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

　歳出に占める老人福祉費・児童福祉費・生活保護費の割合を、府内14市などと比較するとすべて
　高い水準となっており、今後も扶助費のあり方を検討していく必要があると考えられます。
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＜扶助費と民生費＞
　扶助費は、社会保障制度の一環として、各種法令や市独自の制度に基づいて行う福祉サー
ビスの提供に直接必要な経費です。
　民生費は、行政の目的別に分類した経費であり、社会福祉の充実を目的に使われた経費で、
扶助費だけではなく、人件費や、保育所・地域福祉センターなどの福祉施設の整備や運営など
の経費も含まれています。

■ 令和2年度民生費に占める扶助費の割合 ■

■ 民生費（目的別）の推移 ■

■ 民生費（目的別）に占める内訳の割合の推移 ■

民生費
（30,388 百万円）

扶助費

（18,843百万円）

62.0％
人件費

（2,946百万円）

9.7％

その他

（8,599百万円）

28.3％

5,187 5,244 5,449 6,274 6,615 7,266 7,417 6,902 7,187 7,265

4,349 4,517 4,494
4,785 4,722 4,862 5,045 5,114 5,595 5,806

10,527 10,465 11,435
11,298 11,091 10,788 11,027 10,909

11,132 11,998

4,401 4,760
4,727

4,786 5,104 5,079 5,466 5,370
5,195

5,31820
11 10 8 1 7 8

1
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 災害救助費

21.2% 20.7% 20.8% 23.1% 24.0% 26.0% 25.6% 24.4% 24.7% 23.9%

17.8% 17.9% 17.2% 17.6% 17.1% 17.4% 17.4% 18.1% 19.2% 19.1%

43.0% 41.4% 43.8% 41.6% 40.3% 38.5% 38.1% 38.5% 38.2% 39.5%

18.0% 18.8% 18.1% 17.6% 18.5% 18.1% 18.9% 19.0% 17.9% 17.5%
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29,117
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314
13

0.1%1.2% 0.1%
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8 投資的経費

　投資的経費は、お茶と宇治のまち歴史公園交流ゾーンの整備や黄檗公園の再整備などの
影響により、前年度比54.6％増の6,472百万円となった
（2年度：6,472百万円、元年度：4,186百万円）

■ 投資的経費の推移 ■

3,129 2,848
3,578

2,403
1,774

1,288 1,066 1,400 1,268
1,986

2,649

1,956

1,935

1,924
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（百万円）

■ 投資的経費の財源内訳 ■

一般財源等 市債 国・府支出金

2,070
1,513 1,527 1,303

1,950
2,337

2,901

1,406 1,657

2,702

4,574

2,815
2,035

1,948
1,147

1,748

1,685

2,166 1,354

1,809

1,042

2,129
3,965

1,976

805

973

1,184

773
1,175

1,961
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45,760
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6,472

4,186
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9 健全化判断比率（令和元年度）

　実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため算定されなかった

　実質公債費比率については、1.1％となった

　将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定されなかった

■ 健全化判断比率の対象となる会計の範囲 ■

＜実質赤字比率＞
　一般会計等が黒字か赤字かを判断する指標です（一般会計等の赤字の標準財政規模に
対する比率）。

＜連結実質赤字比率＞
　一般会計だけでなく、国民健康保険や下水道、水道事業などすべての特別会計を対象と
して赤字を判断する指標です（全会計の赤字の標準財政規模に対する比率）。

＜実質公債費比率＞
　市債の元利償還金等の一般会計等に対する負担を判断する指標です（一般会計等が、
負担しなければならない元利償還金等の標準財政規模に対する比率）。

＜将来負担比率＞
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の一般会計等に対する負担を判断する指標
です（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率）。

＜早期健全化基準と財政再生基準＞
　地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、
当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければ
なりません。
　また、再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた3つの指標）のいず
れかが財政再生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日まで
に、「財政再生計画」を定めなければなりません。

一部事務組合・広域連合
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企業会計

地方公社・第三セクター等
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【令和元年度 実質赤字比率】（府内14市および類団平均との比較）
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　令和元年度の宇治市の早期健全化基準は11.59％となりましたが、黒字のため、実質
赤字比率は算定されませんでした。
　財政再生基準は、20％となっており、早期健全化基準は、市町村の財政規模に応じ
11.25％～15％となっています。

　令和元年度の宇治市の早期健全化基準は16.59％となりましたが、黒字のため、連結
実質赤字比率は算定されませんでした。
　財政再生基準は、30％となっており、早期健全化基準は、市町村の財政規模に応じ
16.25％～20％となっています。

【令和元年度 実質公債費比率】（府内14市および類団平均との比較）
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【令和元年度 実質赤字比率】（府内14市および類団平均との比較）
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　令和元年度の宇治市の実質公債費比率は1.1％となりました。
　財政再生基準は、35％となっており、早期健全化基準については、25％となっています。

　令和元年度の宇治市の将来負担比率は充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定
されませんでした。
　早期健全化基準は、350％となっています。
　なお、将来負担比率には、財政再生基準の設定はありません。
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実質公債費比率 早期健全化基準 財政再生基準

51.8

111.1
129.5

243.0

100.3 107.2

8.1 0.0

137.9

82.7

30.0

71.6

23.7

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

宇
治
市

福
知
山
市

舞
鶴
市

綾
部
市

宮
津
市

亀
岡
市

城
陽
市

向
日
市

長
岡
京
市

八
幡
市

京
田
辺
市

京
丹
後
市

南
丹
市

木
津
川
市

府
内
平
均

類
団
平
均

（％）

【令和元年度 将来負担比率】（府内14市および類団平均との比較）

将来負担比率 早期健全化基準

類
団
平
均

1.9

0.2

- 28 -



（参考）令和2年度　健全化判断比率等（速報値）

 令和2年度の健全化判断比率等については、あくまで速報値であり、関係機関による精査の結果、
確定値と差異が生じる場合があります。

【健全化判断比率】

※ 実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため「－」で表示している。
※ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定されなかったため「－」で

表示している。

【資金不足比率】

※ 資金不足比率は、各会計で不足額が生じていないため「－」で表示している。

一般会計等が黒字か赤字を判断する指標（一般
会計等の赤字の標準財政規模に対する比率）

－ 11.57%

公共下水道事業会計 －

水道事業会計

実質赤字比率 20.00%

20.0%

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の一
般会計等に対する負担を判断する指標（一般会
計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政
規模に対する比率）

20.0%－

経営健全化基準資金不足比率

350.0%

数値

市債の元利償還金等の一般会計等に対する負
担を判断する指標（一般会計等が、負担しなけれ
ばならない元利償還金等の標準財政規模に対す
る比率）

30.00%16.57%

一般会計だけでなく、国民健康保険や下水道、水
道事業などすべての特別会計を対象として、赤字
を判断する指標（全会計の赤字の標準財政規模
に対する比率）

35.0%25.0%

特別会計の名称

実質公債費比率

将来負担比率 －

0.6%

連結実質赤字比率 －

化基準 基準
説明

早期健全 財政再生
健全化判断比率
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普通会計の歳入・歳出決算額を１/１００００にして、一般家庭に例えると・・・

万円 【前年度比 238 万円増】

【前年度比 227 万円増】

【前年度比 1 万円減】

（令和2年度）

【前年度比 2 万円減】

【前年度比 10 万円増】

　　 【前年度　同額】   

【前年度比 4 万円増】

万円 【前年度比 236 万円増】

【前年度比 198 万円増】

【前年度比 15 万円増】

【前年度比 3 万円増】

【前年度比 2 万円増】

【前年度比 22 万円増】

【前年度比 1 万円減】

【前年度比 3 万円減】

【前年度比 5 万円増】

【前年度比 7 万円増】

万円

預貯金の引き出し

一定の方法により算出した額で、歳入が歳出
より少ないために国から交付される地方交付税
です。

万円

親からの仕送り

給与などの収入

72

市の基本的な収入となる市税や譲与税、交付金、
使用料、手数料、国府支出金などです。

基金からの取崩し額です。

宇 治 市 の 家 計 簿

道路や河川の整備、市営住宅、小学校大規模改
修などの費用の借金です。

864

家・車購入のため

前年度からの繰越金

万円

万円

支　出

借り入れ
22

34

873収　入

万円

736

1

万円

国が配分する地方交付税の資金がないため、不
足分を国と市で半分ずつ借金しています。

万円

一般会計から特別会計（国民健康保険、介護保
険）、水道・公共下水道事業会計への繰出金等で
す。

万円

教育費と、民生費のうちの児童福祉費です。

万円

光熱水費をはじめ、人件費や扶助費、維持補修費
などです。

生活資金のため

8

家や車の購入 64

87

173子どもの教育費など

保険料・下水道費用

預貯金の積立

生活費など

6

460

基金への積立額です。

年度末の基金の現在高です。

23貸付金など

万円

万円

貸付事業（宇治市中小企業低利融資事業、土地
開発公社への貸付金など）の費用です。
毎年度末には返還されます。

51

道路や河川の整備、市営住宅、施設等大規模改
修などの費用です。

これまで借金した分の元利金払いです。

預貯金残高 万円

預 貯 金 と 借 金 の 状 況

ローンの返済

万円

万円

借金残高

95

442 万円 年度末の市債現在高です。
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